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北広島市地域防災計画・水防計画修正の概要 
 

 

１ 計画の目的 

北広島市地域防災計画は、災害対策基本法(昭和 36 年法律第 223 号)第 42 条の規定に

基づき、北広島市防災会議が作成する計画であり、北広島市の地域において、予防、応

急及び復旧等の災害対策を実施するにあたり、市及び防災関係機関が、その機能の全て

をあげて市民の生命、身体及び財産を災害等から保護するため、次の事項を定め、本市

における防災の万全を期することを目的とする。 

 

 

 

 

 

 

 

２ 計画修正の根拠 

災害対策基本法第 42 条の規定に基づく。また、修正要領は、地域防災計画（第 1 章 第

4 節 計画の修正要領）において定めるとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

1 北広島市地域防災計画 

 Ki  

１ 市の区域を管轄し、若しくは、市の区域内に所在する指定地方行政機関、指定公共機

関、指定地方公共機関及び公共的団体、その他防災上重要な施設の管理者等が処理すべ

き防災上の事務又は業務の大綱 

２ 災害が発生し、又は発生するおそれがある場合に必要な防災の組織に関すること 

３ 災害の未然防止と被害の軽減を図るための施設の新設及び改善等災害予防に関すること 

４ 災害が発生した場合の給水、防疫、食料供給等災害応急対策に関すること 

５ 災害復旧に関すること 

６ 防災訓練に関すること 

７ 防災思想の普及に関すること 

防災会議は、基本法第 42 条に定めるところにより防災計画に随時検討を加え、おおむね

次に掲げるような事項について必要があると認めるときは、修正の基本方針を定めこれを修

正する。 

１ 社会、経済の発展に伴い計画が社会生活の実態と著しく遊離したとき 

２ 防災関係機関が行う防災上の施策により計画の変更（削除）を必要とするとき 

３ 新たな計画を必要とするとき 

４ 防災基本計画の修正が行われたとき 

５ その他防災会議会長が必要と認めたとき 

 なお、防災計画を修正したときは、速やかに北海道知事に報告するとともに、その要旨を

公表する。 
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３ 計画修正の趣旨 

平成３０年７月豪雨や令和元年東日本台風等、近年発生した災害の検証、頻発する自然

災害に対応した円滑かつ迅速な避難の確保及び新型コロナウイルス感染症の発生等を踏

まえた災害対策基本法や防災基本計画の改正など、国の各種制度改正をはじめ、北海道地

域防災計画の修正、胆振東部地震対応検証報告の反映、災害対策本部訓練の実施成果など

を踏まえ、所要の修正を行うもの 

４ 計画の構成 

 本計画は、「一般災害対策編」、「地震災害対策編」及び「資料編」に分かれている。 

「地震災害対策編」については、今回の修正事項はない。 

５ 計画修正の概要 

次の事項に基づき見直しを実施した。 

➊ 平成３０年北海道胆振東部地震対応検証報告(北広島市)を踏まえた修正 

➋ 令和２年度北広島市災害対策本部訓練(Ｒ３年１月)の実施結果に伴う修正 

➌ 災害対策基本法改正（Ｒ３年５月）に伴う修正 

➍ 防災基本計画等の上位計画の修正に伴う修正 

上記に基づく主要な修正内容は以下のとおりである。 

 

 

◆第 3 節 計画推進に当たっての基本となる事項（Ｐ１・２） 

感染症対応下における避難所の過密抑制等の対策推進を規定 ➍ 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１章 総 則 

３ 災害発生時は、市民自らが主体的に判断し、行動できることが必要であることから、「自

らの命は自らが守る」という意識の徹底や、地域の災害リスクととるべき避難行動等につ

いての住民の理解を促進するため、行政主導のソフト対策のみでは限界があることを前

提とし、災害教訓の伝承や、防災教育の推進、住民主体の取組の支援・強化により、社会

全体としての防災意識の向上を図らなければならない。 

５ 令和２年における新型コロナウイルス感染症の発生を踏まえ、避難所における避難者

の過密抑制など、感染症対策の観点を取り入れた防災対策の推進を図らなければならな

い。 
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 ◆第６節 市民及び事業者の基本的責務等（Ｐ７） 

市民の責務に、平常時の備えとして、自動車へのこまめな給油や暖房用燃料の確保
等を追記 ➍ 

 

 

 ◆第１節 組織計画（Ｐ１５） 

災害対策本部各部班の編成について、平常時の部長職等を軸とした体制となるよう

部班編成及び事務分掌の見直しを実施 ➊ 

 ◆第２節 気象業務に関する計画（Ｐ２２） 

警戒レベルを運用した防災情報の提供を追記 ➍ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ◆第１節 防災思想・知識の普及・啓発及び防災教育の推進に関する計画（Ｐ３１） 

地域の防災力を高める防災教育の充実、防災リーダーの育成等を追記 ➍ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３章 防災組織 

第４章 災害予防計画 

暴風、暴風雪、大雨、大雪、洪水等による災害を未然に防止し、また、その被害を軽減す

るため、気象、地象（地震及び火山現象を除く）及び水象（地震に密接に関連するものを除

く）等の特別警報・警報・注意報並びに情報等の伝達方法及びこれらの異常現象発見者の通

報義務等に関する組織、業務等は次に定めるところによる。 

なお、国及び道は、避難指示等の発令基準に活用する風水害に関する防災気象情報を、警

戒レベルとの関係が明確になるよう、５段階の警戒レベル相当情報として区分し、住民の自

発的な避難判断等を促すものとする。 

４ 地域の防災力を高めていくため、一般住民向けの専門的・体系的な防災教育訓練の提

供、学校における防災教育の充実、防災に関する教材（副読本）の充実を図る。特に、

水害・土砂災害のリスクがある学校においては、避難訓練と合わせた防災教育の実施に

努める。 

５ 各地域において、防災リーダーの育成等、自助・共助の取組が適切かつ継続的に実

施されるよう、水害・土砂災害・防災気象情報に関する専門家の活用を図る。 

６ 防災（防災・減殺への取組実施機関）と福祉（地域包括支援センター・ケアマネジャ

ー）の連携により、高齢者の避難行動に対する理解の促進を図る。 

７ 防災気象情報や避難に関する情報等の防災情報を、災害の切迫度に応じて５段階の

警戒レベルにより提供すること等を通して、受け手側が情報の意味を直接的に理解で

きるような取組を推進する。 
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 ◆第４節 避難対策計画（Ｐ８６） 

①災害時における円滑かつ迅速な避難を確保するため、避難勧告・避難指示を一本化➌ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５章 応急災害対策計画 

３ 高齢者等避難、避難指示の基準 

(1) 高齢者等避難 

災害が発生するおそれがある状況、即ち災害リスクのある区域等の高齢者等が危険な

場所から避難するべき状況において市長から必要な地域の居住者等に対し発令される

情報であり、その基準は次のとおりである。 

ア 河川が一定時間後に氾濫注意水位を超えて洪水となるおそれがあり、避難準備又は

事前に避難させておく必要があると認められるとき。（資料５－１） 

イ その他諸般の状況から、避難行動要支援者等について避難準備又は事前に避難させ

ておく必要があると認められるとき。 

(2) 避難指示 

災害が発生するおそれが高い状況、即ち災害リスクのある区域等の居住者等が危険な

場所から避難するべき状況において、市長から必要と認める地域の必要と認める居住者

等に対し発令される情報であり、その基準は次のとおりである。 

ア 大地震が発生し、建物の倒壊などのおそれがあるとき。 

イ 火災が拡大するおそれがあるとき。 

ウ 河川が避難判断水位に達した場合、または一定時間後に氾濫危険水位に到達するこ

とが見込まれる場合 

エ その他諸般の状況から、事前に避難させておく必要があると認められるとき。 

(3) 緊急安全確保 

災害が発生又は切迫している状況、即ち居住者等が実の安全を確保するために立退き

避難することがかえって危険であると考えられる状況において、いまだ危険な場所にい

る居住者等に対し、指定緊急避難場所等への「立退き避難」を中心とした避難行動から、

「緊急安全確保」を中心とした行動へと行動変容するよう市長が特に促したい場合に、

必要と認める地域の必要と認める居住者等に対し発令される情報である。 

※ ただし、災害が発生・緊迫している状況において、その状況を市長が必ず把握するこ

とができるとは限らないこと等から、本情報は市長から必ず発令される情報ではない。 
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②警戒レベルを運用した防災情報の提供を追記 ➌ 

 

③避難所施設開錠及び安全確認等の要領について整理 ➋ 

 

 

 

 

④ペットの同行避難に対応するためのスペースの確保について、施設管理部局が指定
管理者等との間で平素とるべき措置について付記 ➋ 

 

 

 

 

 

 

 

警戒 
レベル 

状 況 住民がとるべき行動 行動を促す情報 

５ 
災害発生 
又は切迫 

命の危険 直ちに安全確保！ 緊急安全確保※１ 

～～～～～＜警戒レベル４までに必ず避難！＞～～～～～ 

４ 
災害の 

おそれ高い 
危険な場所から全員避難 避難指示（注） 

３ 
災害の 

おそれあり 
危険な場所から高齢者等は避難※２ 高齢者等避難 

２ 気象状況悪化 自らの避難行動を確認 
大雨・洪水注意報 

（気象庁） 

１ 
今後気象状況
悪化のおそれ 

災害への心構えを高める 
早期注意情報 
（気象庁） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 市が災害の状況を確実に把握できるものではない等の理由から、警戒レベル５は必

ず発令されるものではない。 

※２ 警戒レベル３は、高齢者等以外の人も必要に応じ、普段の行動を見合わせ始めたり

危険を感じたら自主的に避難するタイミングである。 

（注） 避難指示は、旧計画の避難勧告のタイミングで発令する。 

 

(3) 市は、避難所を開設する場合には、あらかじめ施設の安全性を確認する。指定避難所

たる市有施設を保有する部局にあっては、時宜に応じた開錠及び安全確認の要領について、

指定管理者等と事前に調整を完了する。 

(9) 市は、避難所におけるペットのためのスペースの確保に努める。 

指定避難所たる市有施設を保有する部局にあっては、避難所におけるペットのための

スペース確保について、指定管理者等と事前に調整を完了する。 

なお、ペットのためのスペースは、特に冬期を想定し、屋内に確保することが望まし

い。 

また、市は、獣医師会等から必要な支援が受けられるよう、連携に努める。 
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⑤感染症拡大防止に対応した専用避難所の開設及び発熱者等専用の避難所開設につ
いて整理 ➋ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ◆第１５節 食料供給計画（Ｐ１２８） 

 在宅避難者に対する食料配給の考え方について整理 ➊ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ◆経年変化に伴う計数的な数値の変更 

 ◆新たに指定された土砂災害警戒（特別警戒）区域に係る区域図及び同区域に係るハザ

ードマップの追加 

 

 

  

(15) 市は、被災地において感染症の発生、拡大がみられる場合は、防災危機管理室と保

健福祉部が連携して、感染症対策として必要な措置を講じるよう努める。 

避難所の開設にあたっては、感染症自宅療養者等にも対応できるよう、複数の室

を有する感染者専用の避難所施設をあらかじめ準備するとともに、一般の避難所と

は別に、発熱等の体調不良者専用の避難所を併せて開設する。 

健康状態の区分に応ずる避難所については、平常時から定めておくものとし、そ

の区分について、事前の広報等により市民への周知に努める。 

２ 食料の配給 

被災者に対する食料の配給は、必要に応じ他の部の応援を受け、各部避難所班が次の

とおり行う。 

(1) 配給は、原則として指定避難所において行う。 

(2) 自宅等に残留する被災者に対しては、最寄りの指定避難所において配給する。この

際、市の備蓄計画に基づき備蓄される食料は避難所生活者のみに提供し、国、災害時

協定企業及び市民等から寄付された食料は避難所生活者及び避難所外生活者を提供

対象とする。ただし、確保される食数が必要数を下回る場合は、避難所生活者を優先

する。 

資料編 
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１ 計画の目的 

 北広島市水防計画は、水防法（昭和 24 年法律第 193 号）第 33 条第１項の規定

に基づき、指定水防管理団体の水防管理者である北広島市長が作成する計画であ

り、北広島市における水防事務の調整及びその円滑な実施のために必要な事項を

規定し、洪水に際し、水災を警戒し、防御し、及びこれによる被害を軽減し、も

って公共の安全を保持することを目的とする。 

２ 計画修正の根拠 

 水防法第 33 条の規定に基づく。また、修正については、次のとおり、水防計画（第

16 章 第 1 節 指定水防管理団体の水防計画）において定めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 計画修正の趣旨 

 本市における自然災害等対策の充実強化を図る観点から、災害対策基本法（国）及び防

災基本計画（国）の改正を踏まえ、所要の修正を行うもの。 

４ 計画の構成 

 本計画は、「本編」及び「資料編」から成る。 

２ 北広島市水防計画について 

 Ki  

２ 指定水防管理団体の水防計画 

  法第 33 条第１項の規定により、市長（指定水防管理団体の水防管理者）は、水

防計画を定め、毎年水防計画に検討を加え、必要があると認めるときはこれを変

更しなければならない。 

  法第 33 条第２項の規定により、市長（指定水防管理団体の水防管理者）は、水

防計画を定め、又は変更しようとするときは、あらかじめ、防災会議に諮らなけ

ればならない。 

３ 水防計画の公表 

  法第 33 条第３項の規定により、市長（指定水防管理団体の水防管理者）は、水

防計画を定め、又は変更したときは、その要旨を公表するとともに、知事（石狩

振興局長）に届け出なければならない。 
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５ 計画修正の概要 

災害対策基本法の一部改正（避難勧告・避難指示の一本化）を踏まえ、以下のとおり

修正した。 

 

 

◆第３節 指定河川洪水予報（Ｐ１１） 

①指定河川洪水予報の種類、発表基準及び住民等に求める行動の段階について、視覚

的に理解容易なよう図表を追記 

 

 

 

 

 

 

第２章 警報及び予報等の伝達 



 

- 9 - 

 

②指定河川洪水予報と警戒レベルとの関係について、各警戒レベルに応ずる市民に求
める行動について、より具体的に記述 

図表 指定河川洪水予報と警戒レベルとの関係 

予報文の表題 

〔予報種類〕 

水位の名称 

( )は旧名称 
発表基準 市民に求める行動 警戒レベル 

〇○川 

氾濫発生情報 

〔洪水警報〕 

（氾濫発生） 
氾濫の発生 

（レベル５） 

市が警戒レベル５緊急安

全確保を発令する判断材料

となる情報。災害がすでに発

生していることを示す警戒

レベル５に相当 

 災害がすでに発生してい

る状況であり、命の危険が迫

っているため直ちに身の安

全を確保 

警戒レベル

５相当 

〇○川 

氾濫危険情報 

〔洪水警報〕 

氾濫危険水位 

（危険水位） 

氾濫危険水位（レベル

4）に到達 

 市が警戒レベル４避難指

示を発令する目安となる情

報。危険な場所からの避難が

必要とされる警戒レベル４

に相当 

 災害が想定されている区

域等では、市からの避難指示

の発令に留意するとともに、

避難指示が発令されていな

くても自ら避難を判断 

警戒レベル

４相当 

○○川 

氾濫警戒情報 

〔洪水警報〕 

避難判断水位 

(特別警戒水

位) 

避難判断水位（レベル

3）に到達し、さらに水

位の上昇が見込まれ

る場合、あるいは一定

時間後に氾濫危険水

位（レベル4）に到達す

ることが見込まれる

場合 

 市が警戒レベル３高齢者

等避難を発令する目安とな

る情報。高齢者等は危険な場

所からの避難が必要とされ

る警戒レベル３に相当 

 災害が想定されている区

域等では、市からの高齢者等

避難の発令に留意するとと

もに、高齢者等以外も避難の

準備をしたり自ら避難を判

断 

警戒レベル

３相当 

○○川 

氾濫注意情報 

〔洪水注意報〕 

氾濫注意水位 

（警戒水位） 

氾濫危険水位（レベル

2）に到達し、さらに

水位の上昇が見込ま

れる場合 

 避難行動の確認が必要と

される警戒レベル２に相当 

 ハザードマップ等により、

災害が想定されている区域

や避難先、避難経路を確認 

水防団出勤 

警戒レベル

２相当 

（発表なし） 

水防団 

待機水位 

（通報水位・ 

指定水位） 

 水防団待機  

 


